
令和３年度 資源・エネルギー関係概算要求のポイント

①本年3月に開所した世界最大級の再エネ由来水素製造施設「福島水素エネルギー研究
フィールド(FH2R)」での実証の実施(水電解装置の耐久性の検証や制御システムの最
適化等)や、製造した水素の先進導入 【79(新規)】

②福島県での再エネ導入拡大に向けた、発電設備(太陽光・風力発電計60万kW)や送電線(総延長
80km)の導入支援、FREA※1における最先端の研究拠点化(車載向けの高効率かつ曲面形成でき
る太陽電池の開発等) 【40→60】

③福島ロボットテストフィールド活用等(ロボットの世界的な競技会※2の開催等)を通じた、
ドローンの2022年度レベル4※3実装に向けた技術開発(衝突回避技術、省電力化等)               

【40→41】 等

①大型台風等頻発する自然災害に備え、製油所の排水能力の強化
や護岸の嵩上げ等の大雨・高潮対策等を実施 【40→220】

②災害対応能力強化等の観点から、SSの地下タンクの入替･大型化
の重点支援や避難所等の社会的重要インフラへの燃料タンクや
自家発電設備等の導入を支援 【42→123】

③中東情勢の緊迫化等に備えた石油・LPガスの備蓄制度の着実な
実施 【1,287→1,274】等

①地域分散や真の地産地消にも資する小規模で自立可能な
電力系統網(地域マイクログリッド)の全国大での実装支
援(全国数十カ所) 【17→47】

➁蓄電池等の地域分散電源等をより広域的な地域グリッド
の需給調整等に活用するための制御技術等の実証

【60(新規)】
③5G等の活用により、サプライチェーン障害等に対応でき
る生産ラインの柔軟･迅速な組換えや制御を実現する技
術の開発 【18(新規)】等

○来年、福島第一原子力発電所の燃料デブリ取り出しに着手し、その後の取り出し規模拡大に
向け、ロボットアームの改良や燃料デブリへのアクセス工法等難易度の高い技術開発の実施

【7,481→8,365】（単位：億円）
【令和２年度当初予算(※)→ 令和３年度概算要求額】
（※）臨時・特別の措置除く

(1) 廃炉･汚染水対策の安全かつ着実な実施 【１９５】 （令和２年度は補正予算で実施）

(2) 「原子力災害からの福島復興の加速化のための基本指針（平成28年12月閣

議決定）」の着実な実施 【４７０→４７０】

○除染土壌の中間貯蔵の実施に係る原子力損害賠償・廃炉等支援機構への交付金

(3) 福島新エネ社会構想等の実現 【４６２→５６９】

①最先端の高効率石炭火力(IGFC)の実働に向けた設備導入
(2022年に世界初の実機レベルの実証)やCO2フリーアンモニ
アの混焼実証(2024年に混焼率20%) 【155→195】

②再エネ電源が事故等により脱落した場合も旧来の火力等と同
様に瞬間的な電圧低下を緩和する技術（疑似慣性力）の開発

【32→42】等

(1) 非効率石炭火力フェードアウトの推進【１９４→２４４】

①CO2を吸収するコンクリートの技術開発（鉄筋コン
クリート等への用途拡大や低コスト化。用途によっ
ては2030年に従来品と同コストを目指す）

【155の内数→195の内数】
②CO2を集中的に吹き込んで大量生産した微細藻類を
原料としたバイオジェット燃料の開発（2030年まで
に1600円/L→従来品並みの100～200円/Lへ）

【45→53】
③CO2の長距離輸送実証 (2024年に世界に先駆け、
苫小牧CCUS拠点への液体CO2船舶輸送を実現)

【62→65の内数】
④CO2から化学品を製造する人工光合成の技術開発
（2050年に従来品と同コストを目指し、水から効率
的に水素を取り出す光触媒を開発）【22→23】 等

(3) CCUS/カーボンリサイクルの推進 【４３７→５３０】
①FH2Rで製造した水素等を活用し、福島県内でFCモビリ
ティの先進導入モデルの構築や、公共施設･駅･工場等の
ゼロエミ化の実証を実施(再掲)                      【79(新規)】

②国際的な水素サプライチェーンの実証（世界初の液化水素運搬
船で豪州から水素を運搬） 【141の内数→75】

③製鉄(高炉における水素還元)、石油(製油所の自家発電設
備で水素を活用)等、製造プロセスの脱炭素化

【製鉄:42→45、石油:79(新規)の内数】
④FCV等の次世代自動車の普及促進と、これを支える水素
ステーションの整備支援や商用車用水素ステーションの
実証 【280→356】等

(4) 水素社会実現の加速 【７００→８４８】

(2) 再エネ主力電源化･省エネの推進【１，９８８→２，３１０】

①洋上風力発電の導入拡大を目指した新規海域調査の実施
(毎年100万kW程度を念頭に検討中) 【77→87】

➁薄型･超軽量･長寿命等の太陽電池の技術開発(2030年頃まで
に建材用途パネルの寿命2倍、重量1/4等) 【30→36】

③国産木質バイオマス発電・熱利用の促進(未活用の早生樹等の
活用実証。針葉樹の2.5倍の収穫量、育林費1/3)【15(新規)】

④工場･事業場の電化等、先進的な省エネを重点支援(従来化石燃
料を用いていたヒートポンプの電化等)【460の内数→485】等

(1) 「新たな日常」の実現への貢献【１，０８１→１，３１６】 (2) ポストコロナの資源確保 【１，１５９→１，２５６】 (3) 災害等に強いエネルギー供給網【１，４７９→１，７３３】

①LNGの積替え基地への出資等JOGMECのリスクマネー
供給の強化や低炭素技術を活用した上流資源開発の
推進、資源国協力の実施 【645→768】

➁メタンハイドレート等の国産海洋資源の商業化に向けた調
査･技術開発や、競争力を左右するレアメタル･レアアース
等の海外鉱床調査 【366→376】等

(5) 安全最優先の再稼働と原子力イノベーションの推進
【１，２９９→１，３７１】

①仏･米と協力した高速炉や小型軽水炉(SMR)等、国際連携
による革新炉開発 【49→57】

②持続的な原子力事業に不可欠なサプライチェーン支援によ
る産業基盤強化 【12→13】

③原子力立地地域の着実な支援（立地地域の実情に応じた地
域振興策の強化） 【1,154→1,210】 等

Ⅰ.福島の着実な復興・再生 【９３２ → １，２３４】

Ⅱ. イノベーションによる脱炭素化の推進 【４，６１７ → ５，３０３】

Ⅲ. 社会環境の激変に対応した資源・エネルギー強靱化 【３，７１９ → ４，３０５】

※1：産総研福島再生可能エネルギー研究所 ※2:ワールド・ロボット・サミット ※3：都市部を含む有人地帯での自動飛行

※CO2排出の「ビヨンド・ゼロ」を目指す革新的な技術開発については、産総研ゼロエミッション国際共同研究センター（本年１月
設置。センター長はノーベル化学賞を受賞した吉野博士）と連携しつつ実施。
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